
新型コロナウイルス感染症
医療機関・高齢者施設での集団感染の対応
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医療機関・高齢者施設での集団感染
保健所・保健師の役割

●困っている医療機関の支援

●職員・患者／入居者の健康支援

●家族を含めた不安の軽減

●地域住民の不安の軽減

●関わる複数の部署や専門家のとの連絡調整

●会議の設定

●終息に向けたガイダンス



病院・高齢者施設
特別な場所・特別な疫学調査

●重症になったり死亡するハイリスク層

●そこで働く人たちの感染リスクも高い

●感染が広がると、スタッフ不足や活動制限から、必要な医療・
ケアを受けられなくなってしまう対象が増える

●面会制限から家族と会えなくなってしまう人が増える

●外来や入院を一時的に停止することで、地域の医療を必要とし
ている人たちが困る

第１波での反省から、各国は対策の優先順位をあげ、検査を迅速
に行えるようにしている
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新型コロナウイルス感染症対策分科会（第４回） 配布資料 2020年7月31日





https://www.niid.go.jp/niid/ja/iasr.html

院内感染の疫学調査の事例報告 IASR 2020年7月号

https://www.niid.go.jp/niid/ja/iasr.html
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環境衛生 手指衛生

日常生活よりも感染リスクが高い
患者の協力を得られないこともある



感染してから約5日目にノドの違和感・発熱などで発症。
発症の2日前から他の人にうつる。
高齢者や病気の人が多い施設では似たような症状は珍しくない。

例：高齢者の微熱・発熱（誤嚥性肺炎、尿路感染症など）

国立国際医療研究センター 国際感染症センター 忽那賢志 医師 Yahoo! 記事



疑い症例や濃厚接触者とゾーニング

• 病室を確定症例や一般患者と分ける
• 疑い症例同士、濃厚接触者同士、或いは疑い症例と濃厚接触
者が接触しないように配慮する
• 可能な限り、担当職員を確定症例や一般患者と分ける
• 職員が複数の疑い症例を担当する時は、可能な限りPPEを替
え、手指衛生を厳守する
• ケアや診察の順番を考慮する
• 濃厚接触者/疑い症例→確定症例

国立国際医療研究センター 急性期病院におけるCOVID-19アウトブレイクでのゾーニングの考え方



１例目から集団感染の終息まで

●１例目の体調不良→PCR検査で陽性 【保健所の調査・支援】

●１例目と接触した職員・患者が発熱→PCR検査で陽性 【感染対策強化】

●有症状者の検査 【感染対策の評価・不足している対策を強化】

●同じ病棟・職員の検査 【感染対策の評価・不足している対策を強化】

●最終の発症例

●「2週間 新しい症例が発生していない」ことの確認

●施設内の感染が終息したことの確認【保健所・東京都】

●診療再開・新規受け入れの再開【東京都】





介護老人保健施設での集団感染事例
（千葉県）

自治体がホームページでその都度報告を公開



１例目から集団感染の終息まで

4月８日：１例目の感染確定

4月17日：入所者2名の感染確定

保健所・市川市・東京ベイ・浦安市川医療センターが指導

患者は計23名（入所者18名、職員5名）全て4階療養棟の入所者・職員。

病院搬送：9名（全員が治癒し再入所）

施設内で治療：9名、5名が死亡、4名は治癒 職員は全員治癒し、復職

入所者の最終発症日は4月27日・職員の最終発症日は5月6日。

施設内の最後の陽性者の陰性化を5月29日に確認。

14日間の経過観察を⾏い、6月11日まで発症がなかったことを確認。

6月12日に集団感染の終息を報告。



対策

●１例目が把握されたあと、2次感染・3次感染のところで止め
るためには、感染者の隔離と職員への教育・手技の確認が必要。

●研修をした、資料を配った、動画を見せただけでは確実な効果
が得られないかもしれない（できていない集団・環境だから次々
拡大している、といえる）

●職員ひとりひとりができるようになるまで、人に教えることが
できるようになるまで感染対策の目的と手技を理解できるように
教育計画・実践を行うことが重要

●手洗い・手指衛生、環境の清掃を「これまでよりも多く、確実
に」しなければ感染拡大は止まらない



NHK “崩壊”は介護現場で起きていた
～コロナで12人死亡実態は～

4月26日：最初の感染確認

4月27日：14人の感染が判明

その後、他の部屋でも感染確認

4月30日：感染者は40人にまで拡大。最初の死亡例。

職員にも感染が拡大し。濃厚接触が疑われ、8割近くが現場を離脱。

入院を調整していた札幌市に繰り返し「感染した入所者を入院させてほし
い」と訴えた。

国が当時出していた文書でも、介護老人保健施設で出た感染者は重症化の
リスクが高いとして原則入院だとしていたからです。しかし、市からは
「入院はできない」という回答。

2020年7月15日 NHK WEB特集“崩壊”は介護現場で起きていた～コロナで12人死亡 実態は～



厚生労働省ＤＭＡＴ事務局 赤星昂己医師
「看護師と介護士の人数が圧倒的に不足していて、病院と同じレベルの管
理を提供する状況にはなかった。問題は情報共有だと思います。札幌市役
所のなかにおいて、施設から得た情報をそれぞれの担当者から統合して集
めて、一元的に管理して対策を指示する責任者がはっきりしていなかった。
それゆえに必要な人員が集まらなかった」

病床不足が引き起こした“崩壊”
もっと早い段階で感染した入所者の入院を進めていれば、事態の悪化は防げた
のではないか。札幌市の責任者に問うと、当時、施設の入所者を入院させるこ
とは現実的ではなかったと明かしました。

札幌市内では当時、1日に20人を超えるペースで新たな感染者が出ていました。
重症者を受け入れる病床は、一時、8割以上が埋まっていました。施設の感染
者を入院させれば、市の受け入れ態勢が崩壊するおそれがあったというのです。

実際に市は、動き出しています。
介護施設などで集団感染の疑いがある場合は、現地に速やかに対策本部を設置
し、専属のチームが現場の事情や課題を把握して対策に取り組むようになりま
した。さらに「人材調整班」を設けるなどして、医師会や大学、それに介護施
設などと協力して人員確保の枠組みづくりを進めています。

2020年7月15日 NHK WEB特集“崩壊”は介護現場で起きていた～コロナで12人死亡 実態は～



院内感染発生時の外部支援者

●自治体の医療安全部門
●保健所
●DMAT
●厚労省クラスター班
●国立感染症研究所 感染症疫学情報センター（FETP）

●加算の連携施設
●法人グループの感染管理担当者
●東京都看護協会 新型コロナプロジェクト
●民間の支援団体


